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注意事項
１．この書類は、直接、「大阪府行政オンラインシステム」により大阪府地域福祉推進室社会援護課(大阪府知事)あて提出してください。　（福祉事務所経由は不要です。）　　
＊「大阪府行政オンラインシステム」による提出ができない場合は、郵送で提出してください。

２　この書類は、施術機関が廃止、休止又は再開された場合、速やかに提出してください。

３　休止の場合には、再開後速やかに再開届書を提出してください。

４　貴機関が生活保護法等指定施術機関の指定を廃止、休止又は再開されたときは開設者である場合、氏名、名称又は所在地を変更された際、非開設者である場合は氏名又は住所を変更された際はその旨を告示します。


記載要領
１　助産・施術機関が届け出る場合には、その助産・施術機関について記載してください。

２　※については、廃止・休止・再開の届出内容の内、該当する事項を選択して記してください。
　
３　基本情報は廃止、休止又は再開された時点の情報を記載してください。

４　休止時の再開予定について、休止時点で再開予定が不明確な場合は記載する必要はありません。


